
 

 

指定地域密着型通所介護事業所 

デイ・サービスセンター「むらまつ」重要事項説明書 

 

 

当事業所はご利用者に対して地域密着型通所介護を提供します。事業所の概要や提供され

るサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の通り説明します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療法人 健康会

※当サービスの利用は、原則として要介護認定の結果「要介護」と認定された

方が対象となります。 
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施設経営法人 

 

(１)  法人名  医療法人 健康会 

(２)  法人所在地 愛媛県四国中央市上分町７３２番地１ 

(３)  電話番号  ０８９６－５８－４９７０ 

(４)  代表者氏名 理事長  石 川 綮 一 

(５)  設立年月日 平成２３年６月１日 

 

１． 事業所の概要 

（１） 事業所の種類 指定地域密着型通所介護 

平成２６年 ４月１日 指定 

介護保険事業所番号 ３８７１３００８７１号 

 

（２） 事業所の目的と運営方針 

 （目  的）   

指定地域密着型通所介護事業の適正な運営を確保するために必要な事項を定め、事

業所の従業者が、要介護状態にある高齢者に対し、適正な指定地域密着型通所介護を

提供することを目的とする。 

    この目的に沿って、当事業所では、以下のような運営の方針を定めていますので、

ご理解いただいた上でご利用下さい。 

  （運営方針） 

    ご利用者が要介護状態等になられた場合においても、可能な限りその居宅におい

て、その有する能力に応じ、自立した日常生活を営むことができるよう、必要な日 

   常生活上の世話及び機能回復訓練を行うことにより、利用者の社会的孤立感の解消 

   及び心身の機能の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図りま

す。 

    又、ご利用者の意思及び人格を尊重して、常にご利用者の立場に立ったサービス

の提供に努め、ご利用者との信頼関係を基礎とした人間関係の確立を図り、ご利用

者の主体性の尊重とご家族との交流を目指します。 

又事業所は、地域との結び付きを重視するとともに、市、居宅介護支援事業者、

他の居宅サービス事業者、その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する

者との密接な連携に努めます。 

（３） 事業所の名称  デイ・サービスセンター「むらまつ」 

（４） 施設の所在地  愛媛県四国中央市村松町７８１番地１ 

（５） 電話番号                （０８９６）－２８－８２２６ 

（６） ＦＡＸ番号             （０８９６）－２８－８２２７ 
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（７） 管理者       氏 名  伊藤 琢真 

（８） 開設年月日       平成２６年 ４月１日 

（９）  通常の事業の実施地域  四国中央市 

（１０） 営業日及び営業時間 

営業日 月曜～土曜  

【日曜日・年末年始 １２／３１ ～ １／３は休み】 

営業時間 月～土  ８時３０分～１７時３０分 

サービス提供時間 月～土  ９時２５分～１６時３０分 

（送迎時間を除いた、標準的な事業所滞在時間） 

 

（１１）利用定員     １８名 

 

２．職員の配置状況 

当事業所では、ご利用者に対して地域密着型通所介護サービスを提供する職員として、

以下の職種の職員を配置しています。 

〈主な職員の配置状況〉※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

職種 指定基準 

1．管理者 １名 

2．生活相談員 １名 

3．介護職員 ２名 

4．看護職員 １名 

5．機能訓練指導員  １名 

                       

〈主な職種の勤務体制〉 

職   種 勤  務  体  制 

１．管理者 
勤務時間：８：００～１７：００ 

    ：８：３０～１７：３０ 

２．生活相談員 
勤務時間：８：００～１７：００ 

    ：８：３０～１７：３０ 

３．介護職員 

勤務時間：８：００～１７：００ 

    ：８：３０～１７：３０ 

    ：９：００～１６：００ 

４．看護職員兼 

機能訓練指導員 

勤務時間：８：３０～１７：３０ 

勤務時間：９：００～１７：３０ 
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〈主な配置職員の職務内容〉 

管理者･･････････ 職員の管理及び業務の実施状況の把握等を行います。 

生活相談員･･････ ご利用者の日常生活上の相談に応じ、適宜生活支援等を行います。 

介護職員･･････  ご利用者の日常生活上の介護並びに健康保持のための相談・助言等を 

行います。 

看護職員兼 

機能訓練指導員･･････  主にご利用者の健康管理や療養上の世話を行いますが、日常生活 

上の介護、介助、機能訓練も行います。 

 

３．当事業所が提供するサービスと利用料金 

☆ 介護保険証の確認 

説明を行うに当たり、ご利用希望者の介護保険証を確認させていただきます。 

☆ 通所介護サービス 

当事業所では、居宅サービス計画に添った、地域密着型通所介護計画に基づいて 

サービスを提供します。 

当事業所が提供するサービスについて、 

 

 

 

があります。 

 

(１) 介護保険の給付の対象となるサービス（契約書第８条参照）＊ 

以下のサービスについては、負担割合に応じた利用料金が利用者の負担になります。 

 

〈サービスの概要〉 

①入 浴 

・入浴又は清拭を行います。 

②排 泄 

・ご利用者の排泄の援助を行います。 

③機能訓練 

 ・ご利用者の日常動作訓練を行います。 

④健康管理 

・看護職員が、健康管理を行います。 

  ⑤介 護 

・居宅サービス計画又は地域密着型通所介護計画に基づいて実施します。 

⑥送迎サービス 

・ご利用者の要望に応じて、送迎サービスを行います。 

（1） 利用料金が介護保険から給付される場合 

（2） 利用料金の全額をご利用者に負担いただく場合 
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使用車両 ノア１台（８人乗り）  フリード１台（５人乗り） 

     ミライース１台（４人乗り）            以上３台 

 

〈サービス利用料金(１回あたり)〉（契約書第８条参照） 

下記の料金表によって、ご利用者の要介護度に応じたサービス利用料金から介護保険

給付費額を除いた金額（自己負担額）をお支払い下さい。（サービスの利用料金は、ご

利用者の要介護度及び所要時間に応じて異なります。） 

 

※（所要時間７時間以上８時間未満の場合） （１割負担の場合） 

 

※（所要時間７時間以上８時間未満の場合） （２割負担の場合） 

 

１．ご利用者の要介護度と

サービス利用料金 

要介護１ 

 

7,530 円 

要介護２ 

 

8,900 円 

要介護３ 

 

10,320 円 

要介護４ 

 

11,720 円 

要介護５ 

 

13,120 円 

２．うち介護保険から給付

される金額 
6,777 円 8,010 円 9,288 円 10,548 円 11,808 円 

３．サービス利用にかかる

自己負担額 
753 円 890 円 1,032 円 1,172 円 1,312 円 

４．食事に係る自己負担額 １食あたり ６００円 

５．自己負担額合計 

 （３＋４） 
1,303 円 1,440 円 1,582 円 1,722 円 1,862 円 

１．ご利用者の要介護度と

サービス利用料金 

要介護１ 

 

7,530 円 

要介護２ 

 

8,900 円 

要介護３ 

 

10,320 円 

要介護４ 

 

11,720 円 

要介護５ 

 

13,120 円 

２．うち介護保険から給付

される金額 
6,024 円 7,120 円 8,256 円 9,376 円 10,496 円 

３．サービス利用にかかる

自己負担額 
1,506 円 1,780 円 2,064 円 2,344 円 2,624 円 

４．食事に係る自己負担額 １食あたり ６００円 

５．自己負担額合計 

 （３＋４） 
2,056 円 2,330 円 2,614 円 2,894 円 3,174 円 
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※（所要時間７時間以上８時間未満の場合） （３割負担の場合） 

 

（入浴介助加算Ⅰ） 

●別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出て当該基準

による入浴介助を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日につき上記利用料金

に４００円（国の基準）の４０円（１割）、８０円（２割）１２０円（３割）を加算します。 

・入浴介助を適切に行うことができる人員及び設備を有して行われる入浴介助であること。 

・入浴介助に関わる職員に対し、入浴介助に関する研修等を行うこと。別に厚生労働大臣

が定める基準に適合する地域密着型通所介護事業所において、指定地域密着型通所介護事

業を行った場合は、所定単位数を算定する。 

これ以外に介護保険給付対象となる加算項目について、負担割合に応じた額になります。 

 

（入浴介助加算Ⅱ)  

 医師等が、利用者の居宅を訪問し、浴室における当該利用者の動作及び浴室の環境を評

価していること。この際、当該居宅の浴室が、当該利用者自身又は家族等の介助により入

浴を行うことが難しい環境にある場合には、訪問した医師等が、介護支援専門員・福祉用

具専門相談員と連携し、福祉用具の貸与・購入・住宅改修等の浴室の環境整備に係る助言

を行うこと。ただし、医師等による利用者の居宅への訪問が困難な場合には、医師等の指

示の下、介護職員が利用者の居宅を訪問し、情報通信機器等を活用して把握した浴室にお

ける当該利用者の動作及び浴室の環境を踏まえ、医師等が当該評価・助言を行っても差し

支えないものとする。 

 ●１回につき ５５円（１割） １１０円（２割） １６５円（３割）を加算します。 

 

（科学的介護推進体制加算） 

● 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村長に届け出た指定地域密

着型通所介護事業所が、利用者に対し指定地域密着型通所介護事業所を行った場合は、

科学的介護推進体制加算として、１月につき４００円（国の基準）の４０円（1 割）、

１．ご利用者の要介護度と

サービス利用料金 

要介護１ 

 

7,530 円 

要介護２ 

 

8,900 円 

要介護３ 

 

10,320 円 

要介護４ 

 

11,720 円 

要介護５ 

 

13,120 円 

２．うち介護保険から給付

される金額 
5,271 円 6,230 円 7,224 円 8,204 円 9,184 円 

３．サービス利用にかかる

自己負担額 
2,259 円 2,670 円 3,096 円 3,516 円 3,936 円 

４．食事に係る自己負担額 １食あたり ６００円 

５．自己負担額合計 

 （３＋４） 
2,809 円 3,220 円 3,646 円 4,066 円 4,486 円 
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８０円（２割）、１２０円（３割）を加算します。 

・利用者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その他の利用者の心身の状

況等に係る基本的な情報を、厚生労働省に少なくとも３月に 1 回、提出していること。 

・必要に応じて地域密着型通所介護計画を見直すなど、指定地域密着型通所介護の提供に

当たって、（１）に規定する情報その他指定地域密着型通所介護を適切かつ有効に提供する

ために必要な情報を活用していること。 

 

（個別機能訓練加算） 

 時間帯を通じて専ら機能訓練指導員の職務に従事する専従（配置時間の定めなし）の理

学療法士（看護師）等を１名以上配置し、機能訓練指導員等、その他職務の者が共同して

個別機能訓練計画を作成し、計画的に機能訓練を行う。 

● 個別機能訓練加算Ⅰイ １回につき５６円（１割） １１２円（２割）  １６８円（３

割）を加算します。  

 

 時間帯を通じて専ら機能訓練指導員の職務に従事する専従（配置時間の定めなし）の理

学療法士（看護師）等を１名以上配置に加えて、専従（サービス提供時間を通じて）１名

以上配置し、機能訓練指導員等、その他の職務の物が共同して個別機能訓練計画を作成し、

計画的に機能訓練を行う。 

● 個別機能訓練加算Ⅰロ １回につき７６円（１割）  １５２（２割）  ２２８円（３割） 

を加算します。 

● 個別機能訓練加算Ⅰイ又はロの要件を満たしていると共に、利用者ごとの個別計画書の 

内容を LIFE で厚生労働省に提出し、そのフィードバックを活用すること。 

個別機能訓練加算Ⅱ  ２０円／月（１割）４０円（２割）６０円（３割） 

 

（ADL維持等加算） 

  ６月を超える利用者が１０人以上、利用者全員について、利用開始月と６ヶ月後において、 

ADL を評価・測定し、測定値を LIFEで厚生省に提出。 

● ADL利得（利用開始月から６か月後の間の ADL値の上昇幅を用いて一定の基準に基づき 

算出した値）の平均が１以上であること。 

    ADL維持等加算Ⅰ  ３０円／月（１割） ６０円（２割） ９０円（３割） 

● ADL利得（利用開始月から６か月後の間の ADL値の上昇幅を用いて一定の基準に基づき 

算出した値）の平均が３以上であること。 

   ADL維持等加算Ⅱ  ６０円／月（１割） １２０円（２割） １８０円（３割） 

 

（中重度ケア体制加算） 

● 指定地域密着型通所介護事業所における前年度又は算定日が属する月の前３月間の利用

者の総数のうち、要介護状態区分が要介護 3、要介護 4 及び要介護５である者の占める割合
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が 100分の 30以上である。 

● 中重度の者であっても、社会性の維持を図り、在宅生活の継続に必要なケアを計画的に実施

するプログラムを作成していること 

※デイサービスにおける中重度ケア体制加算の単位数  ４５単位/日 

 

（認知症加算） 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着

型通所介護事業所において、別に厚生労働大臣が定める利用者にたいして指定地域密着型通

所介護を行った場合は、認知症加算として、１日につき600円（国の基準）の60円（1割）、120円（2

割）、180円（3割）を加算。 

 『日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められることから介護を必要とする認知

症者』とは、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又は M に該当する者を指すものとし、これからの者の

割合が１００分の１５以上であること。 

 

（生活機能向上連携加算） 

   訪問リハビリテーション若しくは通所リハビリテーションを実施している事業所又はリハビリ 

テーションを実施している医療提供施設（原則として許可病床数２００床未満のものに限 

る。）の理学療法士・作業療法士・言語聴覚士・医師が、通所介護事業所を訪問し、通所介 

護事業所の職員と共同で、アセスメントを行い、個別機能訓練計画を作成する。 

リハビリテーション専門職と連携して、個別機能訓練計画の進捗状況を３月ごとに１回 

以上評価し、必要に応じて計画書・訓練内容等の見直しを行った場合に算定する。 

● 生活機能向上連携加算Ⅱ１ ２００単位／月 

※個別機能訓練を算定している場合、生活機能向上連携加算Ⅱ２ １００単位／月 

 

(介護職員等処遇改善加算) 

 介護職員の賃金の改善等を実施しているものとして、市町村長に届け出た指定地域密着型通所

介護事業所が利用者に対し、指定地域密着型通所介護を行った場合に当該基準に掲げる区分

に従い、次に掲げる単位数を加算する。 

●介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）総単位数の１０００分の９２に相当する単位数 

●介護職員等処遇改善加算（Ⅱ）総単位数の１０００分の９０に相当する単位数 

 

（サービス提供体制強化加算） 

   以下の基準を満たした場合、所定単位数に加算します。（区分支給限度基準額には含まず） 

● サービス提供体制強化加算Ⅰ 

介護職員の総数のうち、介護福祉士の割合が１００分の７０以上  

１回につき２２０円（国の基準）の２２円（1割） ４４円（2割） ６６円（3割） 
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●  サービス提供体制強化加算Ⅱ 

介護職員の総数のうち、介護福祉士の割合が１００分の５０以上  

１回につき１８０円（国の基準）の１８円（1割）３６円（2割） ５４円（3割） 

 

（送迎減算） 

    送迎を実施していない場合（利用者が自ら通う場合、家族が送迎を行う場合等の事業所が

送迎を実施していない場合）は減算の対象とします。 

● 片道につき４７０円（国の基準）の４７円（1割） ９４円（2割） １４１円（3割） 

 

・ご利用者が要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の全額をいった

んお支払いいただきます。要介護の認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護保

険から払い戻されます（償還払い）。また、居宅サービス計画が作成されていない場合

も償還払いとなります。ご利用者が保険給付の申請を行うために必要となる事項を記

載した「サービス提供証明書」を交付します。 

・ご利用者に提供する食事の材料に係る費用は別途いただきます。（下記(１)①参照） 

・介護保険からの給付に変更があった場合、変更された額に合わせて、ご利用者の 

負担額を変更します。 

 

（２）介護保険の給付対象とならないサービス（契約書第 5 条参照）＊ 

以下のサービスは、利用料金の全額がご利用者の負担となります。 

〈サービスの概要と利用料金〉 

①食費 料金：1 食あたり ６００円 

②利用者の選定により、通常要する時間を超えるサービスに係る費用 

③レクリエーション、クラブ活動 必要に応じて材料代等の実費をいただきます。 

④請求書及び領収書再発行料 １枚当たり ５０円（税込） 

⑤日常的に必要となる諸費用実費 

日常生活品の購入代金等ご利用者の日常生活に要する費用でご利用者に負担いただ

くことが適当であるものにかかる費用をご負担いただきます。（消費税別途） 

おむつ代： １枚当たり 尿とり 40 円、パンツ式（Ｍ）90 円、パンツ式（Ｌ）100 円 

(３) 利用料金のお支払い方法（契約書第８条参照） 

前記（1）、（2）の料金・費用は、１ヶ月ごとに計算し、ご請求しますので、特別の事

情がない限り、翌月２５日までにお支払い下さい。 

 

 

 

 

(４) 連帯保証人（契約書第 23 条参照） 

ア． 指定銀行口座への振込み 

伊予銀行 川之江支店  普通預金口座ＮＯ．１７０８９４３ 

口座名義 医療法人 健康会 デイサービスセンター 「むらまつ」 

     理事長 石川 綮一 

イ． 金融機関口座からの自動引き落とし 

ご利用できる金融機関：愛媛銀行 伊予銀行 愛媛信用金庫 宇和島信用金庫 

           東予信用金庫 川之江信用金庫 四国労働金庫 

           愛媛県信連 愛媛県下農業協同組合 

ウ． 現金でのお支払い 
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連帯保証人となる方については、本契約から生じる利用者の債務について、極度額 50万円

の範囲内で連帯してご負担いただきます。その額は利用者又は連帯保証人が亡くなったと

きに確定し、生じた債務についてご負担いただく場合があります。 

連帯保証人からの請求があった場合には、本会及び事業所は、連帯保証人の方に利用料等 

の支払状況、滞納金の額、損害賠償の額等、利用者の全ての債務の額等に関する情報を提 

供します。 

 

４．損害賠償について（契約書第 15条参照） 

☆利用時の金銭・貴重品の持参は控えて頂きたいと思います。必要時に限り事業所から

の連絡により持参をお願いする事とします。金銭・貴重品を事業所の指示なく持参され、

利用中に万が一紛失された際は、事業所での弁償等の一切の責任は負いかねる事を了承

して頂きます。 

 

５．苦情の受付について（契約書第 24 条参照） 

(１) 当事業所における苦情の受付 

当事業所における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

 ○苦情受付窓口（担当者）伊藤 琢真 

○受付時間   毎週月曜日～土曜日 ８：３０～１７：３０ 

       【日曜日・年末年始１２月３１日～１月３日までを除く】 

また、苦情受付ボックスを事業所内に設置しています。 

  ○苦情解決責任者 管理者 伊藤 琢真 

 

(２) 行政機関その他苦情受付機関 

四国中央市介護保険課 

（管理・給付係） 

所在地  四国中央市三島宮川４丁目６番５５号 

電話番号 ０８９６－２８－６０２５ 

受付時間 ８：３０～１７：１５（日・祝日・年末年始除く） 

    

愛媛県国民健康保険団体 

連合会     

所在地  愛媛県松山市高岡町１０１－１ 

電話番号 ０８９－９６８－８８００（代表） 

受付時間 ８：３０～１７：１５（日・祝日・年末年始除く） 

苦情処理第３者委員 

氏 名 所 属 

高橋 功  （元）四国中央市民生児童委員 （0896－58－3001） 

  山崎 八重子 （元）四国中央市民生児童委員 （0896－58－3304） 

 

６．事故発生時の対応（契約書第 25条参照） 

① 事業所は、事業所のサービスの提供により事故が発生した場合には、速やかに市、

当該利用者の家族、当該利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、

必要な措置を講ずるものとする。 
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  ② 事故の状況及び事故に際して採った処置について記録する。 

③ 事業所は、事業所のサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合には、 

損害賠償を速やかに行うものとする。 

④   事故が発生又は再発することを防止する為、次の措置を講じる。 

（１）事故が発生した場合の対応、次に規定する報告の方法等が記載された事故発生

の防止の為の指針を整備する。 

（２）事故が発生した時又はそれに至る危険性がある事態が生じた時に、当該事実が 

報告され、その分折を通じた改善策を従業者に周知徹底する体制を整備する。 

（３）事故発生の防止の為の委員会及び介護職員その他の従業者に対する 

研修を定期的に行う。  

 

７．個人情報保護について（契約書第 26 条参照） 

当事業所が保有する利用者等の個人情報に関し、適切な取り扱いに努力するととも 

に、広く社会からの信頼を得る為に、自主的なルールおよび体制を確立し、 

個人情報に関連する法令その他関係法令及び厚生労働省のガイドラインを遵守します。 

 

８．虐待防止に関する事項  

 事業所は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措 置を講じるも

のとする。  

（１）虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果 

について、従業者に周知徹底を図る。  

（２） 虐待の防止のための指針を整備する。  

（３） 従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施する。  

（４） 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置く。 

 事業所は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（利用者の家族等 高齢者を

現に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに市町

に通報するものとする。 

 

９．感染症対策の強化 

 事業所は、感染症の発生及びまん延等に関する取り組みとして、委員会の開催、指針の整

備、研修の実施等に加え、訓練の実施を行うものとする。  

 

10．業務継続計画に向けた取り組みの強化 

  事業所は、感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスが継続的に 提

供できる体制を構築する観点から、業務継続に向けた計画（BCP）等の策定、研修の実施、

訓 練の実施を行うものとする。  
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11．災害への地域と連携した対応の強化 

 事業所は、災害への対応においては、地域との連携が不可欠であることを踏まえ、訓練の

実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めるものとする。  

 

12．ハラスメント対策の強化 

 事業所は、適切なハラスメント対策を強化する観点から、男女雇用機会均等法等における

ハラスメント対策に関する事業者の責務を踏まえ、必要な措置を講じるものとする。 

 

 13．身体的拘束等の適正化 

事業所は、身体的拘束等の適正化を図るため、次の各号に掲げる措置を講じるも のとする。  

（１） 利用者又は利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、 

身体的拘束等を行ってはならない。  

（２） 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並

びに緊急やむを得ない理由を記録する。 

 

14．緊急時の対応について（契約書第 25 条参照） 

 事業所の従業者等は、サービスの提供を行っているとき、利用者に病状の急変が生  

じた場合、その他必要な場合は、速やかに主治の医師への連絡を行う等の必要な措置を 

講ずるものとする。 

 

15．地域との連携について 

（１）運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等地

域との交流に努めます。 

（２）指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、利用者、利用者の家族、地域住民の

代表者、本事業所が所在する圏域の地域包括支援センターの職員、地域密着型通所介

護について知見を有する者等により構成される協議会（以下、この項において「運営

推進会議」と言います。）を設置し、おおむね６月に１回以上運営推進会議を開催し

ます。 

（３）運営推進会議に活動状況を報告し、運営推進会議による評価を受けるとともに、運

営推進会議から必要な要望、助言等を聴く機会を設けます。また、報告・評価・要望・

助言等についての記録を作成し、公表します。 

 

16．サービスの利用に関する留意事項 

(１)  施設・設備の使用上の注意（契約書第 13 条、第 14 条参照） 

・居室及び共用施設、敷地をその本来の用途に従って利用して下さい。 

・故意に、またはわずかな注意を払えば避けられたにもかかわらず、施設、設備を 

壊したり、汚したりした場合には、ご契約者に自己負担により原状に復していただく
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か、又は相当の代価をお支払いいただく場合があります。 

・当事業所の職員や他の利用者に対し、迷惑を及ぼすような宗教活動、政治活動、 

営利活動を行うことはできません。 

(２)  喫煙 

事業所内では喫煙はできません。 

 

17．福祉サービス第三者評価事業について 

  ・社会福祉事業の経営者が福祉サービス第三者評価を受けることは、社会福祉事業の 

   経営者が行う福祉サービスの質の向上のための措置の一環です。 

   平成３０年度４月１日より、取組み強化が謳われ、利用者の適切なサービス選択に 

   資するものとなり得ることから、福祉サービス第三者評価を積極的に受審すること 

   が望ましいとされている。 

 

     福祉サービス第三者評価の受審      有       無 

 

附  則 

① の重要事項は、平成２６年 ４月 １日より施行する。 

② の重要事項は、平成２７年 ４月 １日より施行する。 

③ の重要事項は、平成２７年 ８月 １日より施行する。 

④ の重要事項は、平成２８年 ４月 １日より施行する。 

⑤ の重要事項は、平成２９年 ４月 １日より施行する。 

⑥ の重要事項は、平成３０年 ４月 １日より施行する。 

⑦ の重要事項は、平成３０年 ８月 １日より施行する。 

⑧ の重要事項は、２０１９年 ４月 １日より施行する。 

⑨ の重要事項は、令和 １年１０月 １日より施行する。 

⑩ の重要事項は、令和 ２年 ４月 １日より施行する。 

⑪ の重要事項は、令和 ３年 ４月 １日より施行する。 

⑫ の重要事項は、令和 ４年 ４月 １日より施行する。 

⑬ の重要事項は、令和 ５年 ４月 １日より施行する。 

⑭ の重要事項は、令和 ６年 ４月 １日より施行する。 

⑮ の重要事項は、令和 ７年 ４月 １日より施行する。 

⑯ の重要事項は、令和 ７年 ６月 １日より施行する。 
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指定地域密着型通所介護利用同意書 

 

  指定地域密着型通所介護事業所 デイ・サービスセンター「むらまつ」を利用する

にあたり、地域密着型通所介護利用契約書及び重要事項説明書を受領し、これらの内容

に関して、担当者による説明を受け、これらを十分に理解した上で同意します。 

 

令和  年  月  日 

 

                   ＜利用者＞ 

                   住 所 

                   氏 名               

                   ＜家族代表者＞       

                   住 所 

                   氏 名           （続柄     ）  

 

地域密着型通所介護事業所 デイ・サービスセンター「むらまつ」   

管理者     伊藤 琢真  殿 

       

【契約書第８条の請求書・明細書及び領収書の送付先】 

・氏  名                        （続柄      ） 

 

・住  所  

 

・電話番号  

 

【契約書第１２条２項の緊急時の連絡先】 

・氏  名                        （続柄      ） 

 

・住  所  

 

・電話番号  

 

【契約書第２３条の連帯保証人】 

・氏  名                        （続柄      ） 

 

・住  所  

 

・電話番号  

 

 


